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第2章 労 働 需要 の実証 分 析米
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*労 働 需 要 の 実 証 分 析

は じめ に

 昭 和45年 以 降,周 知 の よ うに労 働市 場 に お い て,就 業 者,雇 用 者 の動 き

に 顕著 な変 化が み られ る。 製 造 業 の 全部 門 と運 輸 ・通 信 ・公 益 部 門 に おい て,

生 産量 や 実 質 資本 ス トックが とも に拡大 して い る もの に,就 業 者 ・雇 用 者 は,

停 滞 も し くは減 少 して い る。 本 論文 の 目的 は,こ の労 働 市 場 の変 化 の メ カニ

ズ ムを解 明 す る こ とに あ る。

 そ の 第一 次 接近 とし て,労 働 需 要 の メカ ニズ ム を あ らわ す 計量 的 な 理論 モ

デ ル を 示 し,を の 推定 結 果 を 示 す。

 こ こに述 べ る労働 需要 モ デ ル は,基 本 的 に生 産 関 数 を ふ まえ て構 成 され て

い るo

 この 生産 関 数 は,次 の よ うな特 徴 を もって い る。

 第 一一に,生 産 関 数 にふ くまれ る労働 投 入量 は,男 子 労 働 と女子 労 働 に 分 割

され て い る。

 第 二 に,資 本 設 備 と労 働 配 置 人 員 とが,生 産規 模が 与 え られ る と完 全 補 間

的 に決 定 され て い る。

 第 三 に,男 子 と女 子 とい う質 的 構 成 の変 化 を導 入 す る の で.同 一規 模 の

生 産 に お い て も,資 本 設 備 と性 別労 働配 置 人員 との対 応 は,性 別 構 成 の い

か ん に よ って異 な る。

 第 四 に,一 定 の生 産能 力 を維 持 す る うえ で,資 本 設 備を 媒介 変 数 に して,

男 女 間 代替 の可 能 性 を認 め るQ

 第一 の特 徴 であ る性別 に分割 した理 由 を 整理 す る と以 下 の よ うに な る。
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一て 労 働 需要 の理論 モ デ ル を 労 働供 給 理 論 モ デ ル と結 びつ け て 労 働 市 場 の一

般 モ デ ル を 構 成 す る際 に,ま ず 男 女 の 分割 が 不 可 欠 で あ る。 つ ま り労 働供 給

の 理論 に ょ る と,成 年男 子 は.主 として 家計 の 核収 入 の稼 得 す る 核収入 に依

存 して労 働供 給 を お こな い,女 子 の 供給 は,弾 力 的 で あ る とい う性 質が あ る。

この理論 は労 働 供 給 に お け る 「ダ グ ラ ス=有 沢 の法 則 」 とい う経 験 法 則 を め

ぐ る小 尾 恵 一 郎教 授 の所 得一 余 暇 選 好 の研 究成 果 に よ る もの で,労 働 需要 側

で も,両 者 を区別 して お くのが 適 切 で あ る・

共 労働 を性別 に分割す ることが 必要 なのはジ需要側か らみた男女労働 の異

質 性 に よる。

 以 上 の よ うな 特 徴 を もつ,労 働 投 入 関 数,資 本 投 入 関 数 を 用 い て,所 一与の

生 産規 模,男 子 賃 金,女 子賃 金,単 位 資本 費 の も とで,費 用 極 小の 資本 ス ト

ック,男 女労 働 需要 を求 め た。

 結 論 を要 約 す る と,以 下の よ うに な るQ

(1) 男 子賃 金 ・ 女子 賃 金 ・ 単 位 資 本 費 を所 一与の もとで・ 生 産規 模 を拡 大 す る

と,男 女労 働 需 要,資 本 ス ト ック と もに増大 す る。

(2)所 与 の 生 産規 模 の も とで,女 子 の男 子 に対 す る限 界代 替 率 は1以 上 で あ

る。 つ ま り,所 与 の生 産規 模 の も とで,女 子 化 す る と,労 働 需要 は増加 し,

男 子 化す る と減 少す る特 性 を もっ。

(3)生 産規 模 一 定 の もと で,女 子 化 す る と,必 要 設 備 量は拡 大 す る・

(4)他 の事 情 一 定 に して,男 子賃 金 が 上昇 す る と,女 子 労 働 が 男 子労 働 に代

替 し,② に よ って,男 子 の減 少 よ りも女 子 の増 加 の方 が大 き い・

(5)他 の 事 情一 定 に して,女 子賃 金 が 上 昇 す る と,男 子 労 働 が 女 子 労 働 に代

替 し,(2)に よ って男 子労 働 の増 加 よ り女 子 労 働 の減 少 の方 が 大 きい・

⑥ 他 の 事 情 一 定 に して,単 位 資本 費 を上 昇 させ る と,男 子 労 働 が 女子 労 働
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に代 替 し,資 本 設 備 は縮 少す る。

 (1)～⑥ の結 論 は,性 別 労 働 需要 が 生 産 規 模 に依 存 す るば か りで な く,男 女

賃 金,単 位 資本 費 に も依 存 して決 まる こ とを 示 して い る。 特 に女 子 の男 子 に

対 す る限 界代 替 率 が1以 上 で あ る とい う特 性 は,男 女 賃 金変 化が,労 働 需 要

変 化 に一与 え る効果 をみ る上で 重 要 な 役 割 を果 して い る。 以上 の 基本 的 フ レー

ム ワー ク は 小尾教 授 の 「労 働 需要 モ デ ル の 設定 と計測 」(    )に 依 存

して い る。 ・」・尾 教 授 は 昭 和28年 か ら昭 和44年 ま での,部 門別 資料 に対 し

て,様 々な労 働,資 本投 入 関 数 の特 定 化 を 試 み られ た が,本 論 文 で は,そ の

内 で 良好 な結 果 が 得 られ た もの を使 用 させ て もら った。 昭 和45年 まで は,

生産規 模 の拡 大 が 速 か った た め に,背 後 に② ～ ⑥ の 関 係 が あ った の に もか か

わ らず,(1)の 効果 が,(2)～16)の 効 果 よ り大 き か った 。 昭和46年 以 降 で は,

生 産規 模 の拡 大 の テ ンポが 遅 い とい う局面 が 生 じた の で,労 働 市 場 にお い て

(2)～(6)の 関係 が 顕 在 化 した の で あ る。 特 に 女子 賃 金 の 上昇 率 が,男 子賃 金 の

上昇 率 に 比 べ て相 対 的 に高 か った為 に,生 産規 模拡 大 に よる,労 働 需 要 効果

よ り も,女 子労 働 需要 の 減 少効果 が大 きか った ため に,男 子 化 が お こ り,就

業 者 数 の停 滞 が起 きた 。 小尾教 授 の 有 用 性 の再 確 認 が で きた。

Q:生 産 能 力 に対 応 す る資料 が な いの で,経 済 企 画 庁計 画 局 作 成 の 昭和40

  年 固 定価 格 表 示 の 生 産量 を使 用 した。

LM,:LF;就 業 者 数 は,国 勢調 査 をベ ンチ とし,中 間年 次 を,労 働 力 調 査 で,

     補 間作 成 した。次 に,毎 月勤 労 統 計 の,男 女雇 用 者 数 を,ウ ェイ

      トと して,男 女就 業 者 数 を 推計 した。

K:経 済 企画 庁計 画局 作 成 の 民 間 資本 形 成 を 使 用 した。(昭 和40年 固定 価

  格 表 示,期 首)

WM, WF:餬 嬲 統 計 の男 女 一 人 平 均 脯 現 金繿 額 を もとい 一WMW
F
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 を計 算 し,労 働 省 推計 の 部 門別 雇用 者 所得 を ・産 業 連 関 表 の各 年 次 の 雇 用

 者 所 得 をベ ンチ として 推計 した。 雇 用 者 所得EWを 使 用 し,

EVU=WM E M+W, E,一WF(αEM+E。)よ り%一Ew/(αEM+E・)

 と して,年 間 の 女子賃 金 を 准計 し,WM=αWFよ り男 子 賃 金 を 推計 した。

γ:単 位 資 本 費 に関す る資 料 が な い の で,

 r=PK(i+de)と して 推計 した・

PK:国 民 所 得統 計 の 民 間投 資財 デ フ レータ ー

i:日 本 銀 行 の全 国銀 行平 均 約定 金 利

de:減 価 償 却 率, Dew=α+βKの 回 帰 係 数 βをdeと した。

 Deは,国 民 所 得 統 計 の,産 業 別 国民 粗 生 産 か ら純 生産 を 引 い て,資 本 減

 耗 を 推計 し,産 業 連 関 表 の 各年 次 を ベ ンチ と して 推計 した 資本 減 耗 で あ る・
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第1章 鄙 門 別 労 働 ・需要 関数 の計 測

1-1節 S.F.S.生 産 関数 の計 測

 わ がfの 産 菜 別労 働 需 要 関 数 を計 測 す るに際 して,昭 和30年 以降 の産 出

規 模 の拡 大,賃 金 の急 上 昇,生 産 性 の上 昇,資 本 装 備率 の上昇 等 の 鰍察 事 実

 をふ まえ て,労 働 需 袈 を安 定的 に と らえ るた め に,そ の縫 験 的 妥 当 性 をすで

に試 み られ てい る準 要 素 代替 生 産 関 数(Semi:Factor Substitution

 Production Function)を 用 い る。

  S.:F.S.生 産 関 数 の定 式 化 は以 下 に示 す と澄 りで あ る。

 1.Q=・aKb

  資本 設 備Kと そ の 設 備 の単位 期 間 当 り産 出能 力Qと の あい だ に1式 の関

 係 を仮 定 す る。

 2. L=cKd

  資本 設 備 とその 配置 人員Lと の間 に2式 を仮 定 す る。

       h.ｫ3
.X=QH(

H)=QHト αhα

  1年 当 りの産出量水準 をXと す る と,所 定内労 働時 間H(設 備 の標 準稼

 動 時間)と 実 労働時 間h(設 備の実 稼動 時間)と の間で,3式 が成立す る

                         h_ｫ 
と仮定 す る。3式 におい て,0〈 α〈1と すれば,(一)                           の項は,所定内                         H

 労働時 間を越え る実労働 時間の延長が,産 出量水 準を産 出能 力に比例以 下

 しか拡大 しない ことを示 してい る。
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 図1に よ り,1～3式 のS.:F.S.生 産 関数 を考 察 す る。 今j産 業 に属 す る

j企 業 の企 業行 動 を考 え る。 このj企 業 はj産 業 の代表 的企 業 あ るいは,平

均的 な企 業 で あ る と考 え,こ のj企 業 の生産 構造 は,1～3式 の生 産 関 数 に

よ って表 記 され た と考 え る と,こ のj企 業 は,主 に制 度 的 な要 因 に よ って決

定 さ れ る標 準稼 動 時 間Hjを,資 本 設 備 を設置 す るに あ た っての計 画 稼 動時

間 と考 え,資 本 設 備Kjの 水準 を決 定 す る。 資本 設 備 を図1のK、 の 水 準に決

定 した とす る と,1式 よ り,計 画 資本 設 備 に み あ う計 画 生 産 能 力 水準Q、 が決

定 され,同 時 に,2式 よ り計 画 資 本 設 備K1に 必要 な配 置 人員L1が 決 定 され

る。 しか し企 業 の供給 量Xjは,所 一与 の生 産 能 力Q1と 配 置 人員:L、 を駆 使 し

て,短 期 的 に あ る巾 を もっ て決 定 で きる。 今 実 労 働 時 間 が計 画 稼 動 時 間H1

                   来
に 一致 す れば,生 産 量X、 は,計 画生 産:量X、 に一 致 す る こ とに な り,計 画 稼

を越 え る実 稼動 時 間 に対 しては 図1のX1の 水 準 に 決 定 す る。

 S.F. S.生 産 関 数 に お い て,労 働 需 要 量 は,2式 に よ り,資 本 設 備Kの 水
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準 に よ って決 定 され る。2式 をKで 微 分 す る と,

   dL L d2L  1:2, dK=dK 2"dK2=d(d-1)K2

 2',2"に 訟 い て,図1の よ う な0〈d〈1で あ る よ う な場 合,/_y,本 設 備

Kの1%の 拡 大 に対 し て,10以 下 の 配 置 人 員 の増 員 で 済 む こ と を示 す こ と

に な り,規 模 の経 済 性 を 表 わ し て い る。 以 上 述 べ た 観 点 か ら,2式 の 経 験 的

妥 当 性 を検 討 す る た め に,就 業 者 数 を,「 労 働 力 調 査 」 の 就 業 者 数 を ベ ー ス

に し,「 国 勢 調 査 」 を ベ ン チ に して 推 計 し て求 め,実 質 粗 資 本 ス トッ ク(取

付 ベ ー ス,40年 固 定 価 格)は,企 画 庁 計 画 局 推 計 の もの を使 用 す る。

 観 測 期 間 は,昭 和30年 か ら 昭 和97年 ま で の 歴 年 ベ ー ス で あ る。

 部 門 を 以 下 の よ う な23分 類 に し たρ

 1.農 業,2.林 業,3,水 産 部 門,4.鉱 業,5.食 料,6.繊 維,

7. Qル プ ・紙,8.化 学,9.石 油,10,窯 業 ± 石,11.一 次 金 属,

12.金 属 製 品,13.一 般 機 械,14.電 気 機 械,15.輸 送T ,16.精

密 機 械,17.そ の 他 製 造 業,18.:運 輸 ・通 信 ・公 益,19.建 設,20.卸

・小 売 業 ,21.金 融 ・保 険 ・不 動 産,22.サ ー ビ ス,23,公 務,で あ る。

これ らの 産 業 の う ち,農 林 水 産 鉱 業 を除 く部 門 に つ い て,計 測 し た 綰 果 が 表

1で あ る 。

 計 測 結 果 をみ る と,パ ラ メ タ ー409cj, djは, t検 定 す る と有 意 水 準5

0で 有 意 で あ り,自 由 度 調 整 済 相 関 係 数 も高 い 。 しか も各 産 業 と も0<dj

〈1を 示 し て 知 り,親 模 の経 済 性 を 示 し て い る 。 しか し な が ら,ダ ー ビ ン ワ

トソ ン比 を み る と,5.食 料,6.繊 維,7.パ ル プ ・紙,13.一 般 機 械,16.精

密 機 械,23.公 務 以 外 の 部 門 は,有 意 水 準5%で,負 又 は 正 の 自 己 相 関 が 認

め ら れ る。 上 記 の 自 己 相 関 が な い と考 え ら れ る部 門 も実 績 値 と,理 論 値 と を

対 応 さ せ て み る と,30年 ～33年 頃 と,45年 ～47年 は,過 大 推 計 で あ り,

中 間 年 次 は 過 小 推 計 で あ る。 しか も食 料 部 門 は,43年,
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表1 Lj=cjKjdj

log cj cj dj
r

D.W.

  5
食       料

5.6605

(0.1600)
287.2834 0.1728

(0.0227)
0.8775 0.2512

  6

繊       維

6.5406

(0.2257)
692.6700 0.0964

(0.0304_
0.5895 0.2805

  7
パ ル プ ・ 紙

4.2202

(0.1787)
68.0477 0.2486

(0.0279)
0.9062 0.2808

  8
化       学

5.2340

(0.0871)
187.5344 0.1442

(0.0117)
0.9485 0.4266

  9

石 油 ・ 石 炭

2.6290

(0.1254)
13.8590 0.1873

(0.0207)
0.9090 0.4297

 10

窯 業 ・ 土 石

4.5999

(0.1325)
99.4781 0.2541

(0.0206)
0.9483 0.3591

 11
一  次  金  属

4.1645

(0.2715)

64.3575 0.2932
(0.0346)

0.8979 0.3163

 12
金  属  製 品

4.6607

(0.1172)
105.7140 0.3655

(0.0205)
0.9742 0.3368

 13
一  般  機 械

4.3412

(0.2388)
76.7981 0.3774

(0.0376)
0.9243 0.2496

 14
電  気  機 械

3.4070

(0.1926)
30.1729 0.5026

(0.0289)
0.9729 0.5973

 15
輸  送  機 械

4.2140

(0.1351)
67.6293 0.3285

(0.0193)
0.9719 0.4164

 16
精  密  機 械

3.2255

(0.1860)
25.1649 0.4276

(0.0372)
0.9409 0.2026

 17

そ の 他 製 造 業

5.9936

(0.1556)
4rO.8699 0.2710

(0.0217)
0.9491 0.2735

 1$

運 輸 ・通信 ・公益

4.8734

(0.1461)
130.7592 0.3512

(0.016?)
0.9814 0.3649

 19
建       設

6.1239

(o.iiso)
456.6571 0.2845

(0.0177)
0.9685 0.3496

 20
卸  ・ 小  売

5.0139

(0.3104)
150.4883 0.4728

(0.03704)
0.9513 0.2289

 21

金融 ・保険 ・不動産

4.5798

(0.0607)
97.4990 0.3320

(0.0086)
0.9943 0.3611

 22

サ  ー  ビ  ス

4.5676

(0.1545)
96.3168 0.4976

(0.0186)
0.9883 0.7136

 23
公       務

5.7717

(0.1024)
321.0945 0.2706

(o.olgo)
0.9642 1.3835

(注) カ ッコ内は,標 準偏差を示す。
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繊 維 は,38年,ピ ー クに して,就 菜 者 数 は減 少 し,他 部 門 も,45年 以 降

停 滞 も し くは,減 少 してい る。 この よ うな勧 測 値 を,2式,Lj=cjKjdj

の定 式 化 で は説 明 し きれ ない。 考 察 中 の これ らの部 門 の実質 粗 資本 ス トック

は,建 物 ・機 械 ・公害 防除 設 備等 の内 容 の変 化 も当然 予想 され るが,資 料等

の制 約 か ら今後 の 情報 を俟 つ こ とに し, 当 面労 働 雇 用=者の 内容 変 化 を考 察

す る。 資 料 は,毎 月勤 労統 計 の30人 以 上 の規 模 の 常 用雇 用 者 につ い て観 測

期 間 内 の動 きを考 察 した。 この 資料 は,生 産 労 働 者 男女 と,事 務 管 理技 術 労

働 者 男女 の動 きが み られ る反 面,30人 以 上 の規 模 だ け の資料 で あ るこ とが

問 題 だ が,先 の 国調 ・労 調 べ 一 ス の就業 者,雇 用 者 の動 きとほ ぼ同 じで あ る

こ とが 確 認 され た の で,毎 勤 の 資料 を採 用 し,整 理 した。 そ の結 果 は以 下 の

よ うで あ る。

1.男 子 合計 と女 子 合 計 の比 を み る と,昭 和 言0年 か ら33年 頃 まで,食 料,

 金 融 ・保 険 ・不 勤 産,を 除 い て,全 部 門 と も女 子 化 してい る。

2. 45年 か ら47年 まで,全 部 門 と も男 子 化 して い る。

3. 33年 か ら45年 まで は,女 子 化,男 子 化 が 交 互 す る部 門 が 多 い が,

 40年 前 後 で,男 子 化 す る部 門 が 多 く,45年 まで は,女 子 化 す る部 門 が

 多 い。

4.事 務 管 理技 術 労 働 者 と生産 労働 者 との比 をみ る と,時 系 列 的 に各 部 門 と

 も事 務 ・管 理 の 比重 が高 まっ てhる 。 特 に45年 以 降 特 に高 くな って い る。

5.生 産 労 働 者 の 男女 比 と事 務 管理 技 術 の男女 比 は,男 子 ・女 子 合 計比 とほ

 ぼ 同 じ傾 向 を し でい るが,相 対的 に事 務 の女 子 化 が み られ る。

  労 働 需要 を.以 上 の要 因 の ほ か に,年 令,勤 続 年 数,学 歴 別等 につ い て

 も,更 に一般 的 な 考 察 をす る必要 が あ るが,本 論 文 で は,上 記 の性 別 の み

 を考 察 す る。 又 企 業が,労 働 雇 用 を,決 定 す る際 に,生 産 ・事 務別 に決定

 し,更 に男 女 構 成 を決 め る とい う可 能 性 は十 分 に考 え られ るが,事 務 管理
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技 術 労働 者 の役 割 が現 段 階 で は必 ず しも明 確 で は な く・更 に新 しい 情 報 を

必 要 とす るの で,先 のfindingsを も とに第一 次 接 近 と して,労 働 需 要 の

変 動 を説 明す る要 因 と して,男 女比 を考 慮 し分 析 す る。

1-2節 S.F.S.生 産 関数 に お け る男 女 比 考 慮 の 労働 投 入 関数 の計 測

 前節 のS.F.S.生 産 関数 は,所 与 の生 産 能 力 の も とで は,資 本 設 備 と労 働

配 置 人 員 とは,完 全 補 完 の 関係 で あ る と・設 定 され て い た。 又 ・ 労働 の質 の

 問 題 に:つい ては,等 質 的,も し くは,質 の構 成 には,.時 系 列 的 変 化 が な く,

 一定 で あ る と考 え てい た が,毎 月勤 労統 計 の資 料 よ り,質 的 構 成 の変 化 とし

 て,男 子 と女 子 の組 合 せ が,労 働 配 置 人 員 の変 化 を説 明 す る重 要 な要 因 で あ

 る可 能 性 が 見 い だ され た。

  そ こで,所 与 の生 産 能 力 で も,男 女 の配置 は代 替 可 能 で ある関 数 を設 定 す

 る。 つ ま り

 4. Q=f (LM, LF)

  Q:生 産 能 力,:LM:男 子 労働 ・:LF:女 子 労働 ・

  4式 に澄 い て,所 与 の生 産 能 力 で 次式 が成 立 す る。

dQ-aL dLM+aL dLF=OM F

  _dLF a f a fdLM a LM a LF
     (Q=Q)

  つ ま り,女 子 の 男子 に対 す る限 界 代替 率 は,男 子 限 界生 産 能 力 と女 子限 界

 生産 能 力 の比 に なる こ とを示 して い る。

  所 与 の生 産 能 力 の も とで,女 子 の男 子 に対 す る限 界 代 替 率 が1で あ る場 合,

 女 子 化 あ る いは,男 子 化 して も,総 労働 配 置 人員 は不 変 で あ り,1よ り大 で

 あ る場 合,女 子 化 をす る と,総 労働 配 置 人員 は,増 加 し,逆 に 男子 化 す れ ば,
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微 少 す る こ とに な る。

 石 油 ・石 炭,一 次 金 属,一 般 磯 儺,建 設部 門等 男 子 労働 の比 重 の非 常 に高

い部 門 や,繊 維 部 門 の よ うに女 子 労 劉 の 比重 の高 い部 門 が あ り,そ れぞ れ,

重 畫,筋 肉労 働,手 の 器 用 さ等,性 の属 性 に依 存 す る要 素 が あ るが,限 界的

な労 働需 要 の変 化 を説 明 す る重 要 な要 因 と して,男 女 比 が 考 え られ る。 しか

しなが ら,省 男 子 化,省 女 子 化 の傾 向 に は,そ れ に伴 な う資本 設 備 の拡 大 が

必 妾 とな る事 が,十 分 に 考 え られ る。 しか し女 子 化 とそ れ に伴 な う設備投 資

との 関係 は,次 章 で述 べ る こ とにす る。

 今4式 の定 式 化 と して,コ ブ=ダ グ ラス型 と考 え る と

     b_ c        (:L
=・:LM十LF),変 形 して Q=aLM:LF

Q一 ・評c彊)b(1+LML
F(b+c)胸 い て解 ぐと

   _1L=ab+・(LMLF)一bb+c(1+毛 詈)1b一.一cと な る・

               b_ c 男女 の限 界 代替 率 は
,Q=aLM                  よ り,                LF

           b旦

畿 鶚/鐸 一,窒 一筈(撫 なる・
            LF

 つ ま り,総 労働 配 置 人員 は,所 与 の生 産 能 力 の もと で,男 女 比 に よ って変

化 し,女 子 の男子 に対 す る限 界 代替 率 も男女 の相 異 を示 す パ ラ メタ=と 男女

比 に よって変 化 し うる こ と を示 してい る。 そ こで,前 節 の2式,Lj=cjKjdj

を次式 の よ うに再定 式 す る。

4.Lj一 ・jKjdj(1'MJL
FJ)・j

∂aGogLjdog(LMJ
FJ)=∂ 蓄 掘=馬
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 ノ

 4式 は,男 女 比 が1%o変 化 す る と,総 労働 配置 人員 がe%変 化 す る こ とを

示 して い る。

 4/式 の 定式 化 は,3式 の よ うな,生 産 能 力 と男 女 労働 配 置 人員 との関係及び,

男女 比 と設 備投 資 との 関係 が 明瞭 で は な く,経 駭 式 と して,総 労 働 配置 人員,

と男女 比 との関 係 を示 す第1近 似 式 と しての 定式 化 で あ る。

 計 測結 果 は表2の と鉛 りで あ る。 パ ラ メ ターejの 符 号 は,全 部 門 と も負

で あ る。 ただ し建 設:部門 の み は,有 意 水 準5%で 有 意 で ない。

 表2は,男 女 比 を生 産労 働 者 男女 比(PM/PF),事 務 管 理 技術 労 働 者 男

女 比(N-PM/N一 一PF),男 子 合 計 と女 子 合 計 との 比(TM/TF)を そ れ ぞ

れ 計 測 し,自 由度 調 整 済 相 関係 数 の一 番 高 い もの を示 した もの で あ るが,表

3の ご と く,男 女 合計 比 の み で も,良 好 な結 果 で あ り,男 女 とい う系 統 的 要

因 を導 入 す る こ とが,経 験 的 に,総 労 働 配 置 人員 を読 明 す るの に重 要 で あ る

こ とを示 してい る。 計 測 結 果 をみ る と,各 部 門 と も男女 比 の パ ラメ ターej

の符 号 は 負 で あ る こ と より,女 子 化 す る と総 労働 需 要 は,増 加 し,男 子 化 す

る と総 労働 需 要 は,減 少 す る こ とを示 して い る。 しか も窯 業 土 石,金 属 製 品,

一 般磯 械 ,輸 送機 械,精 密機 械 部 門 では,ejの 値 が1以 上 で あ る。

 しか し,ダ ー ビン ・ワ トソン比 に よる 自己相 関 の検 定 をす る と,有 意 水準

5%で,正 の 相関 が認 め られ る部 門 が あ る。 そ れ は,繊 維,パ ル プ ・紙,石

油 ・石 炭,金 属 製 品,一 般機 械,電 気 機 械,卸 ・小 売 部 門 で あ る。 しか し,

実 績 値 と理 論 値 と を各 部 門 比 較 してみ る と,表1の 結 果 で待 られ た,30～

32年 過 大 推 定,33～44年 過 少 推 定,45～47年 過 大 推 定 とい う各 部 門

の労 働 需 要 推 定 は,表2の 結 果 で,非 常 に当嵌 りが 良 い の が わ か る。

 当節 で は,所 一与の生 産能 力 の も とで も,男 女 間 代 替 の可 能 性 を考慮 す る こ

とが,労 働 需 要 の,決 定 に対 し,非 常 に重 要 な要 因 で ある こ と を確 認 した。

しかL・lt D9ら, Lj一 ・jKj dj(LFJ:L
Mj)ejの 定 式 化 は ・ 男 女 比 を 外 生 鵬
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表2        dj 1Vlj ejLj=cjKj CF,j)
(標 準 偏差)

dog cj cj dj ej r D.W.

    5

食     料

6.4106

(0.1474)
608.2535

0.0675

(0。0208)

一一〇.5791

(0.0921)
0.9657 1.4953

PM
-

PF

     6
繊      維

7.4529

(0ユ652)
1,724.8065

0.0175
(0.0182)

一 〇.5606

(0.0764)
0.9211 0.9246

NPM'
NPF

    7
パ ル プ ・ 紙

5.2892
(0.2077)

198.1799
0.1984
(0.0180)

一 〇.8123

(0.1378)
0.9708 0.9496

TM
'1'P

    8
化      学

6.355?
(0.1997)

575.7420
0.0939
(0.0109)

一 〇
.6606

(0.1139)
0.9834 1.0180

NP嫩

NP:F

    9

石 油 ・ 石 炭

2.8392
(0.1432)

17.1016
0.2205
(0.0232)

一 〇.2432

(0.1046)
0.9294 0.8829

TM
-

TF

    10

窯 業 ・ 土 石

5.8736
(0.2589)

355.5308
0.2637
(0.0128)

一1
.4701

(0.2834)

     1

0.9806;1.4437
TNl
-rrF

    11
一 次 金 属

6.9608
(0.4228

1,054.4798
0.1760
(0.0241)

一 〇
.8609

(0.1233)
0.9754 1.8124

TM

ZT

    12

金  属 製 品

6.4643
(0.4919)

641.822.3
o.a 807
(0.x}274)

一1
.0771

(0.2891)
0.9858.:    馬 0.8378

TM

TF

    13
一 般 機 械

 6.2071
(0.2348)

496.2818
0.3594

(0.0158)

一1 .4508

(0.1653)
0.9873 0.8902

NPM

NPF

    14

電 気 機 械

5.0694
(0.5920)

159.0820
0.3132
(0.0692)

一 〇
.8120

(0,.2785)
0.9816 0.9204

TM一
TF'

    15
輸 送 機 械

6.3388
(0.4130)

566.1022
0.2903
(0.0139)

一1
.3170

(0.2508)
0.9895 1.0734

NPM

NPF

    16
精 密 機 械

4.8844
(0.2561)

132.2168
0.1979
(0.0379)

一1 .0536

(0.1514)
0.9854 1.1042

TM
-

TF

    17

そ の 他 製 造 業

7.2522
(0.2443)

1,411.2464
0.1763

(0.0213)

一 〇
.5568

(0.1001)
0.9826 1.1873

NPM

NPF

    18

運輸 ・通信 ・公益

5.4132
(0.1437)

224.3615
0.3695
(0.0112)

一 〇
.3799

(0.0770)
0.9925 1.0881

TM
-

TF

    19

建      設

6.4951
(1.1390)

661.8869
0.2690
(0.0507)

一 〇.1572

(0.4796)
0.9666 0.3239

NPNi

NPF

    20

卸  ・ 小 売

6.2346
(0.3166)

510.0788
 0.3698
(0.0315)

一 〇.8177

(0.1656)
0.9805 0.7026

TNi
TF

    21

金 融 ・保険 ・不動産

5.4717

(0.1538)
237.8678

0.2174
(0.0199)

一 〇
.4604

(0.0774)
0.9982 1.1145

TM
TF

    22

サ  ー  ビ ス

    23
公      務 ;

【
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表3Lj=cjKj dj(鞭

dog Cj cj dj ej r D.W.

     5
食      料

6.1926
(0.1427)

489.1026
0.1107

(0.0185)

一 〇
.4873

(0.0929)
0.9549 1.311

TM
-

TF

     6
繊      維

4.084
(0.6399)

59.3932
0.3619
(0.0704)

一 〇
.5780

(0.1456)
0.8128 0.8442

TM

TF

     8

パ ル プ ・ 紙

6.2097
(0.4543)

497.5636
0.1172
(0.0162)

一 〇
.6909

(0.3168)
0.9585 0.5914

TM
-

TF

    13
一 般 機 械

7.4956

(0.7084)
1,800.1016

0.2162

(0.0433)

一1 .2421

(0.2713)
0.9670 0.7961

TM
-

TF

    15

輸 送 機 械

6.9164
(0.6881)

1,008.7017
 0.2097
(0.0330)

一 〇
.9061

(0.2284)
0.9854 0.6086

TM
-

TF

    17

そ の 他 製 造

6.6312

(0.3164)
758.3694

0.2150

(0.03164丿

一 〇.5575

(0.2485)
0.9596 0.6622

TM

TF

    19

建      設

5.8962
(0.8478)

363.6696
0.29998

(0.0600)

一 〇.0689

(0.2539)
0.9665 0.3768

TM

TF

TM 男子合計
TF 女子合計

跏
「叩

NPM

NPF

生産労働者男子計

生産労働者女子計

事務管理男子計

事務管理女子計
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 え た もの で,男 女 労働 需 幾,そ ρ もの を決 定 す る図 式 では ない。

  そ こ で,性 別 労働 需 要 を決 定 す る モ デル を次 章 で,企 業 行 動 理 論 を踏 まえ

 て分析 す る。

第2章 来部 門 別 性 別 労 働 需 要 の 決 定

2-1節 部 門 別性 別 労 働需 要 決 定 モデ ル

  前 章 で,所 与 の生 産 能 力 の もとで も,男 女 間代 替 の可 能 性 が あ る こ と を示

 し,総 労 働 需 妾 の変 動 を,説 明 す る要 因 と して,男 女 比 の変 動 が 重要 で ある

 こ と を確認 した。

  そ こで,当 節 では,性 別労 働需 要 の決 定 モ デ ル を,企 業 行 動 理論 を踏 まえ

 て設 定 す る。

 1。 Q=f(:LM,:LF) 労 働 投 入 関 数

2.K-9督Q)鰕 入関数

 3. C=WM:LM+WF L F十rK C:総 費用, wM:男 子 賃 金, WF:女 子 賃

  金,r:単 位 資 本 費

  1式 は,一 定 の生産 能 力 を維 持 す るに も,男 女 間代 替 の可 能 性 を認 め た式

 で あ り,2式 は,資 本 設 備が 所 与 の生 産 能 力 の も とで も性 別 労働 需 要 比率 に

 応 じて変 化 す る可 能性 を認 め た式 で あ る。3式 は総 費用 の定 義 式 で あ る。

  上 式 の よ うに労 働 需 要 を,性 別 に 分割 した理 由を 整 理 す る と以 下 の よ うに

 な る。

 A.労 働 需 要 の理 論 モ デル を労 働 供 給 の理 論 モ デル と結 び つ け て労働 市場 の

  一 般 モ デル を構 成 す る際 に,男 女 の分 割 が まず第 一 に不 可 欠 で あ る。 つ ま

牽 本章のGAB的 フレームワークは陵 艤 塾大学梶 齢 郎教授によって御搬 いただいたも
 ので,記 して愍謝 いた します。
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 り,労 働 供 給 の理 論 に:よれ ば,成 年 男子 は主 と して家計 の核 収 入 の稼 得 者

 で,そ の労 働供 給 は非 弾 力 的 で あ る のに対 して,女 子 は 家計 の成 年 男子 構

 成 員 が稼 待 す る核収 入 に依 存 して労 働 供給 を お こ ない,女 子 の供 給 は,弾

 力 的 で あ る とい う性 質 を も って い る。 そ こで,労 働 需 農 モ デル の側 で も,

 両 者 を区 別 してお くの が適 切 で あ る。

B.生 産 関数 の 中 で労働 を性 別 に分 割 す る こ とが必 要 な理 由 は,需 要 側 か ら

 み た,男 女 労1.x'1)の異質 性 に よる。 もち ろん,労 働 需 要 の メ カニ ズ ム に診 い

 て性 の差 が重 要 で あ るか い なか は,先 験 的 に いわ れ るべ き こ とでは な く,

 実 証 的 な碑論 分 析 の結 果 に則 して判 定 され るべ きこ とで あ る。

 以 上 の よ うな考 察 を もとに,上 式 よ り,所 与 の生産 能 力Qを 達 成 す るた め

の費 用 極 ・」・の資本 設 傭K,男 子労 働 需 要1、M,女 子 労 働 需 要:LFを,以 下 の よ

うに:求め る。

 幹=C十 λ{Q-f(1・M,1.F)}

  =wM LM十 「丙F LF十7K十 λ{Ql-f (:LM,:LF)}

一舳+WF LF+下9嶋, Q)+λ{豆 一f(LM, LF)}

 内 性 変 数 :LM, LF, K

 外 生 変 数 『WM, WF, r・Q

4.鑑 輛 幵 蠡 一λ轟 一・

5.謂 一WF+r∂ag of・

 4,5式 よ り6式 が 求 ま る 。

6.諾(WM+下 畿)㌔ 等(軒F+r
∂a g eLF

 6式 は,男 女 労 衝 に関 す る限 界生 産:力均 等 方 程 式 で あ り,男 女 賃 金 と,資

本 設 倆 コ ス トに依 存 し,資 本 設 備Kを 媒 介 変 数 に して,均 衡 値 が,変 化 す る
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こ とを 示 し て い る。

   〔注 〕1.

 今1,2式 の 特 定 化 と し て 次 式 を与 え る。

 1'Q=al.Mbl.FC

2:K-a+β 塢+γQ

 1',2'式 を も と に6式 を 導 出 す る と,

6:LM>VM一(彑)+(彑+1)β 「一 と な る。   1
・FWF  c   c                   LM wF

 1',2'式 に み け る符 号 条 件 を整 理 す る 。

 1式 よ り,1、=L、 ヤ1十LFの 段亅係 に よ り次 式 を導 出 す る と,

Q一 ・bL+c(鴇)b(1+LMF一(b+c)

∂

LM一 ・Lb+c(LM)LF-1(1+LMLg(b+c)一i(b-clMF

 ∂(:LF)

①LM〈 彑ならば ∂(靱 。
      c    ∂Q   LF

            LM

②LAN≧ 彑 な らば ∂LF≦ 。   L
g  c            ∂Q

 同様 に

     1     b                   ]

1.=・b+c(LMT bL
F+c'(1+・LtiiLF)Qb+iよ り

∂aLLM(1熏Q唾(・LM-bLF)
   Lg

〔注丿 ⊥.こ こでの定式化 は,小 尾教授が,「 労働需要モデルの設定 と計測」 の中で試 みられた

   内で,良 好な結果か得 られた ものを使用 させていただいた ものであ る。
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  〔注〕2.

④.LM〈 彑 な ら ばa1〈 ・

   LFC ∂(LMLF)

㊥1詈 ≧号鰯 ∂鵡;≧・

          ∂(1.・F)
                b  c うく
,理 論 的 要 請 と し て,Ω=・a:LMI.Fに 知 い て,

 a>0, b>0, c>0

次臨 岬 無 γQ聯 て,

 aK   >0より
,r>0

 ∂兌.

              aK        aK           >o β>0ならば                 CO

       ∂鵡),∂(LLF)

              aK        aK                 >o β<0ならば           〈o

       a(LF) a(IJM)
               1・F         LM

 と な る。

4. 5式 は費 用極 ・」・の1階 の条 件 で あ るが,
、2階の条 件 を考慮 す る と珠 式 の

 よ う に:な る。

辮 ∂a2cLFaLM>
。 ・arcaLM2>1(a2c∂L:F2〉 ・)

   alc   a2c          以 上 の条 件 よ り

 aLMaLF  aLF2

① ∂搴 一音(Cb)1L
r,(讐M+β γ鵡)

② 瓣 一(b+1
c)畿WF+(bc+2)β γ点}

〔注〕2.次 節 の計測結果 より,①,⑦ が満た され てい る。
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    a2c a2c  a2c   a2c

  ③ ∂L㎡ ●∂2-F∂LF∂LM● ∂LM∂LF

   一☆{響F(音 筈+1)+欝2(b+cb2)}壽(b吉c)愚 ㍗

    +bc+2)+鯊}

  ①,②,③ の 条 件 は,a>0, b>0∴c>0,β>0,γ>0で あ れ ば

満 足 す る。

  β 〈0の 場 合

     WMLM           1        +βγ一 の符 号条 件  ① よ り

      Lr,          LM

     b___  .b               1

  ② よ%恥+(C+2)β γ茹 の符号条件

  ③の符号条件 に依存 する ことに なる。

  1'式 よ り汝 子 の男子 耐 す る限 界f弋替 率 はPffの 生 産 能 力 の もと1211.

式 の よ う に 求 ま る。

 7. _d:LF_∂Q/∂:LM_bQ/LM_彑 彑

    d:LM一 ∂Q/∂:LF-cQ/LF}c I.M

 又,2'式 よ り,男 女 比 の 資 本 設 備 に対 す る弾 性 値 は,

&∂(黔%=キ 帯 繍

 同様 に,2'式 よ り生 産 能 力 の 資本 設 備 に対 す る弾 性 値 は,

弓 論 一・1器 磯 となる・

(注 〕3.次 節 の計測結果に よる と,繊 維 ・石油石炭部門 以外は,β>0よ り,①,②,③ の2

   階 の 条件 を満足 し,Q<0で も石油石炭簾は満足す るが,繊 維産業は,満 足 しない.
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 1ノ『,2',6"式 よ り,内 生 変 数LM,:LF, Kに つ い て解 く と,

 LM=9(Q, WM, WF, r)

 LF=・ ψ(Q, WM・WF・r)

  K=H(Q,>VM, WF, r)

                                 〔注 〕4.

が 導 出 さ れ る 。 外 生 変 数 の 内 生 変 数 に 対 す る効 果 は,次 式 に よ っ て 示 され る 、

dLM一 器dQ+∂ 篭dwM+講dWF+募d・

dLF一 瓢dQ+∂ 錯dWM+aw dwF,a 
F+aidar・

dK一 謁dΩ+謙WM+∂aH dwF'wF+aHdar・

鴒 〉 ・・∂鴛 〈  ∂～ρ0,  awF〉・・詳 〉・

1篭 〉 ・・∂畿 〉 ・・ 繕 く ・,1事 〈 ・

諾 〉 ・,∂眠 〉 ・・∂器 く ・・axa r<・

 上式 に:よ り,労 働 需 要,資:本 設 備需 要 が,生 産 能 力 水準 上昇 と共 に増 加 す

るば か りで な く,女 子化 に伴 な う設 備投 資 に よ って も増 加 す る こ とを示 して

い るo

 L=:LM十LF,と す る とd:L=dl.M十d:LFと な り,

dL瀦+諾)dQ+(禦+禦aw
M  a wM)aWM+(器+慕)d魁 僻

    +鵄dr
     ar

が 導 出 さ乳 る。'つ ま り総 労 働 需 要 の変 化 は生 産 能 力 水 準 の⊥ 昇 率 と,男 女 賃

金 の 変 化 及 び 単 位 資 本 費 の 変 化 に 依 存 し て決 ま る こ と を 示 し て い る 。 こ の モ

〔注〕4.パ ラメターa>0,b>0, c>0,β>0, r>0の 場 合。
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デ ルは非 線 形 で あ るの で,次 節 で パ ラ メ ター を推 定 した 上 で,上 式 の変 化率

を部 門 間 で比較 して み る。

2一一2節 部 門 別 性 別 労働 需 要 決 定 モデ ル の計 測 結 果

  モ デ ルの パ ラ メ ター推 計lz使 用 した 資料及 び,作 成 方 法 は 後述 す る。

  1'式,2'式 を直接 に,最:小 自乗 法 に よ り計 測 した結果 が,表4,表5で

 ある。

  計 測 結 果 をみ る と,a>0,b>0, c>0の 条 件 を満 た さない部 門 が 多

 く,又 統 計 的 に有 意 で ない部 門 が 多 い 。 そ こで,6'式 の男女 労 働 に関 す る

限 界 生 産 均衡 方程 式 を推 計 し た。

  結 果 は表6の とお・りで あ る。

6'隷 一()+(b
c+1)βPK漏 隶de)に 一, A一 薯, Q=(bc+Dβ

 と 於 く と,表6の 計 測 結 果 よ り,A, Bの パ ラ メ タ ー は,統 計 的 に 有 意 で あ

 る 。Aは, b, c>0よ り,A>0が 符 号 条 件 と し て 必 要 で あ り,計 測 結 果

も満 た して い る・B一(A+1)β よ りβ一∴ と し てβ を求 め る と・ 繊

維iと石 油 ・石 炭部 門 の みが 負 に な り,費 用 極 小 の2階 の条 件 を満 たす か が問

題 に なる。 この条 件 を検 討 して み.る と石 油 ・石 炭 部 門 は満 足 す るが,繊 維 部

門 は,昭 和30年 か ら昭和35年 まで満 足 し ない。 この理 由 は,天 然 繊 維 と

の プ ロダ ク トミック スに よる もの と考 え られ るが,今 後 再 検 討 の余 地 が あ る。

 A=b/cよ りAは 各 部 門 の 男女 労 働 配 置 の特 性 を表 わ して い る。

 繊 維1.08,金 融 ・保 険 ・不動 産1.47は 』,女 子 労 働 の生産 能 力 に対 す る比

重 が 男 子 労 働 に比 較 して 相 対 的 に 高 く,'逆 に 鉱 業13.55,一 次 金 属12.92,

輸 送;機 械12.52,石 油 石 炭12.11,運 輸 ・通 信 ・公 益9.36,建 設8.76,

一 般 機 械8
.1は,男 子 労 働 の 比 重 が 相 対 的 に 高 い こ と を示 し て い る。 又,各
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部 門 と瑠 く書の条件 を齪 してい ることを贈 で きた・

 次 に推 計 され た パ ラ メタ ーAの 情 報 を もとに,1'式 を推 定 す る。

       C-b
       b.   c  1         

よ り 一=一 と:お き'  兌 二a(LMLF)           
b A

        lbA  

Q二a(1、MLF)と して, a,bを 推 計 した。
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表4
.9j一 ・jLMj bjLFjcl

40g aj aj bl Cj r D.W.

    4

鉱 .    業

 9.0022
(0.7232)

8121』 一〇4●

0.1515

(0.4173)

一1
.0684

(0.5431)
0.8753 ().9862

    5

食      料

一13 .7808

(3.4907)
.10351:一 〇5

?.9580

(0.8189)

0.61.85

(0.3548)
0.9213 0.5854

    6

繊      維

一14
.2603

(2.9046)
.6410E-06 2.4677

(0.1527)
1.0375

1""0.3749)
0.9687 1.6114

    7

パ /レ.プ ・ 紙

一17
.3931

(2.62 7)
.2794T-07  5一.8754

(1.0347)

一1 .7098

(0.7371)
0.9486 0.7玉02

    8

化      学

一26
.1189

(8.4480)
4536E-11●

3.8333

(3.5086)

2.2045

(2.6862)
U.9392 0.3596

    9

石 油 ・ 石.炭

一12 .1323

(1.8569]
.5383E-05 5.7507

(0.5943)

一〇.8307

(0.6184)
0.9291 0.6896

    10

窯 業 ・ 土 石

一19
.3888

(1ユ964)
.3798E-08 6.9718

(0.8801)

一? .9634

(0.8598)
0.9887 1.6059

   11
一  次 金 属

一25 .77Z3

(4.7017)
6416E-11
0

7.1152
(1.2354)

一2 .6381

(0.?770)
0.9559 1.1497

   12

金 属 製 品

一 9 .0193

(1.8890)
 1210E-03
.     ●

2.2913
(C.817r)

0.223?
(0.6587)

0.9913 0.8145

   13
一 般 機 械

一 4
.6248

(6.1202)
.9806 -02  1.2716

(1.9578)

0.8860
(1.4117)

0.9265

P

O.2704

   14

電 気 機 械

一 4 .0882

(1.8850)
1677E-01●

0.8361

(0.7174)

 1.1295

(0.4609).
0.9904 0.6502

   15

輸. 送 機 械

一11マ703

(.2.3251)
.7731E-05 2.7412

(0.6837)
0.4832

(0.4772)
0.9966 1.6350

    16

精 密 機 械

一12 .4872

(`?.2962)
.3774E-05 3.8667

(1.0018)

一〇
.1024

(0.6019)
0.9886 0.7156

   17

そ の 他の 製造 業

一16 .0545

(2.9802)
.1066E-06 2.9843

(1.0221)
0.3255

(0.7072)
0.9640 0.3762

   18

運 輸 ・通 信 ・公 益

一15 .7959

(0.7336)
1380E-060

3.5557
(0.2221)

一〇
.6055

(0.2254)
0.9927 0.9001

   19

建      設

一 3 .5547

(1.5954)
2859E-01P

0.8026
(0.3384)

0.9776

(0.1830)
0.9935 0.9200

   20

卸  ・ 小 売

一15 .7819

(2.0178)
.1400E-06

2.3580

(0.6811)

0.5421

(0.5028)
0.9815 0.6570

   21

金融 ・保険 ・不動摩

一 9
.1062

.(3.3808)
.1109E-03  ?.8080

(0.9695)

一〇.0662

(0.4534)
0.9819 0.5444

   22

サ  ー  ビ ス
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表5 Kj-a+β 蠕+・Qj

「

    a β r r D,W.

     4

鉱      業

一1
,547.6214

 (279.8103)

13,241.2930

(3,723.6813)

2.0085
(0.3120)

O.y404 0.9101

     5

食 ・    料

一12 .5456

(300.1715)

一1
,419.0269

 (428.1玉32)

0.4647
(0.0215)

0.9864 0.9604

     6

繊      維

     一一一一一 一

3,94f3.6042
(707.3165)

一1
,186.2100

 (208.1842)

0.2238
(0.0869)

0.9812 1.4016

    7

パ ル プ ・ 紙

 工55。8238

(134.5990)

一529 .6629

(346.5565)

0.6091
(0.0165)

0.9942 0.9316

     8

化      学

3,706.1711
(1,472.2915)

一 〇.oooool

(4,687.4427)

0.7508
(0.0270)

0.9934 0.7955

    一 一 一 隔.

     9

石 油 ・ 石 炭

「.}

  83.3233
  (83.9982)

一85 .2410

(399.1196)

 0.3205
(0.0103)

0.9940 1.0495

    10

窯 業 土 石

1,13d。'ラb一ラプ

(722.5867)

一2
,749.4750

(1,772.9133)

0.6469

(0.0279)
0.9856 0.7563

    11
一 次 金 属

  219.8267
(1,053.0871)

一2
>680.3100

(10,234.9880)

0.5703
(0.0385)

0.9756 0.9491

    12

金 属 製 品

520.6925
(371..1561)

一2 ,284.9870

(1,391.0353)

0.3927
(0.0331)

0.9718 0.6510

    13
一 般 機 械

446.6808

(240.5069)

一2
,676.7080

(1,495.7259)

0.2190
(0.0121)

0.9872 0.9769

    14

電 気 機 械

一153 .6233

(300.0301)

643.4980
(595.4454)

0.2525
(0.0286)

0.9735 1.0019

    15

輸 送 機 械

570.4597
(751.0188)

一5
,321.3900

(6,821.2751)

0.4436
(0.0374)

0.9859 0.7311

    16

精 密 機 械

65.0028

(17.4918)

一81
.7728

(32.9967)

0.3203
(0.0082)

0.9975 2.3953

    17

そ の 他 の製造 業

一531 .9959

(759.7285)

  399.2260
(1,292.4173)

0.3586
(0.0247)

0.9826 0.4429

                -- 一.

    18        1  752.0871

運 輸 ・通 信 ・公 益  (935.5346)

一1
,470.3200

(5,476.7214)

 1.3790
(0.0241)

0.9981 1.2548

             

    19        !   658.7935

建            言殳   (404.0401)

一一10
,828.7000

(3,688.7478)

0.3281

(0.0340)
0.9819 0.7051

   _一 一一一.一-一

    20          4,219.9558

卸 ・ 小   売  (898.6190)

一5
,453.2220

(1,498.6993)

0.6624
(0.0211)

0.9939 0.8093

金融 ・保険 ・不動産

  _一 一}}

21        1 一一575.4876

        (152.0225)

一287 .8740

(266.6752)

 0.5834
(0.0221)

0.9973 0.8074

    22

サ  ー  ビ ス
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表6撫 一筆(bj十1Cj)磯j黯j)

b

C (b+」)β
 C

r D.W.

   4
鉱      業

13.5488

(1.9340)
4,644.5390
(813.5570) 0.$063 0.8386

   5
食     料

1.8631
(O.1126)

  591.9762

}(66.7026)
0.9059 0.8999

   6
繊      維

1.0795         -66.3082
(0.0381) 1, ( 16.3880)

一一 〇
.6891

 皿

0.4321

   7

紙 ・ パ ル プ

4.3729
(0.1886)

282.6364

(35.8770)
0.8844 0.4426

   8
化      学

5.3200
(0.0673)

440.3453
(26.1017)

0.9713 1.5035

石 油 要 石 炭
12.1089i-12.3509
(0.6077) (0.2815) 0 1.8262

   10
窯 業 土 石

4.6912 196.0050
(0.0510)   i   (  1 1.2092) 0.9732 2.0424

   11
一 次 金 属

(0.5443)

12.9283ド2β51.3775

      j (335.3846)
0.8986 0.9817

   12
金 属 製 品

5.5650
(0.0894)

379.1801
(28.0671) 0.9562 1.4555

   13
一 般 機 械

8.1340        1,611.0429
(0.1907)       (1.01.7715) 0.9676 1..4076

   14
電 気 機 械

%.2269
(0.0716)

1  472 .6496
  (21.3270)

0.983ユ 1.4215

   15
輸 送 機 械

12.5224        1,926.0608

(0。3523)   i   (188.4483) 0.9268 0.4549

   16
精  密 機 械

2.2234

(0.0753)

}
  102.0622
 ( 6.8468)

0.963? 0.9407

   17

そ の 他 の 製造業

2.6684
(0.0693)

652.9274
(81.6386)    0.8874十

1.6413

   1$

運輸 ・通信 ・公益

9.3592
(0.2569)
1,551
(615:68813380) 0.4896 0.8317

   19
建      設

8.7611
(0.3708)

5,318.465ヱ

(442.7077)

…

  0.9455 1.2510

   20

卸  ・ 小 売

2.4520
(0.0517)

2,611.8312
(160.8511) 0.9691 0.8676

   21

金融 ・保険 不動産

1.4682
(0.1033)

471.3059
(41.5842) 0.9393 0.3273
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 計 測 結果 を表7に 示 した。

 b>0の 符 号条 件 を満 た さ ない の は,鉱 業 だ け で,他 部 門 は,符 号 条件 も,

統 計 的 に も有 意 で あ る・ したが って ・ ・bAと して,・,b・ ・飜 ま る・

                          LF 又
,A,Bが 推 計 され た こ とに よ り,β を計 算 し, K一 β                            =a+γQとし                          I

BM

て 乳a,β の推 計 を試 み た。 そ の結 果 が表8で あ る。

 各部 門 と も γ>0の 条 件 を満 た し,統 計 的 に も有意 で あ る こ とが 判 明 した。

aは 部 門 に:よ り符 号 は まち まち で あ り,統 計 的 に も有意 で ない もの もあ る。

 以 上 の推計 方法 に よ って得 られ た パ ラ メターa,b, c,a,β, rを 表

9に ま とめ た。

 1',2'式 を 直 接 に,最 小 自乗 法 に よ り推 定 し て,安 定 した パ ラ ヌ タ ー が

得 られ な か っ た が,こ の 原 因 は,多 重 共 線 性 に よ る もの と思 わ れ る。 しか し,

1',2ノ 式 を も と に,企 業 行 動 原 理 と して,費 用 極 小 化 に よ り,導 出 し た,

6'式 を 回 帰 分 析 し た 結 果,統 計 的 に 有 意 な パ ラ メ タ ー を 得 る こ と が で きた 。

 し か し なが ら,こ の モ デ ル は,Q, WM, WF, r(r=pK(i+de))を 外

生 変 数 と し,IJ,:LF, Kを 内 生 変 数 と す る もの で あ.る か ら,6'式 は,厳 密

な意 味 で誘 導 形 とは 言 え な い 。

 し か し6式 の右 辺 項 に あ るLMを 外 生 変 数 に 澄 き か え る と,非 線 形 に な り,

最 小 自乗 法 に よ る 計 測 を著 し く困 難 な も の に す る。

そ こ で,前 述 の ご と く計 測 し て 得 られ た パ ラ メ タ ー は,あ くま で第1次 近 似

で あ る 。

 従 っ て,今 計 測 し た パ ラ メ タ ー を初 期 値 と し て,:LM, LF,Kを 算 定 し,

目 的 値

       く         /＼       〈

 OB=(LM-LM)2-1一(LF-1,F)2-f一(K-K)2

を 最 小 に す る パ ラ メ タ ー を求 め る こ とに す る。

 第1段 階 と し て,表9の パ ラ メ タ ー を初 期 値 と し て,6'式 と1'式 に よ り
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表7Qj一 、j岬Fj苛bj

Goga a b r D.W.

   4
鉱      業

 9.9637
(0.5513)

2L240.259
一 〇.6181

(0.0905)

一 〇.8537 0.5111

   5

食      料

一10 .0757

( 1.9376)
4209E-04●

1.9519

(0.2032)
0.9181 0.2723

   6

繊      維

一21 .7144

(2.3678)
3711E-09●

2.3748
(0.1904)

0.9492 0.9404

   7

紙 ・ パ ル プ

一10 .4950

( 1.8141)
2767E-04●

2.6825
(0.2788)

0.9184 0.2012

   8
化      学

一29 .5443

(3.2162)
1476E-12響

5.3739

(0.4629)
0.9419 0.3617

石 油1石 炭

一12
.1234

(2.0293)
,5431E-05

5.0861

(0.5418)
0.ゴ147 0.2403

窯 業19土 石

一15
.7534

( 1.2090)
1440E-06
0

3.2435
(0.1738)

0.9764 0.3977

  11
一 次 金 属

一9
.3042

( 1.8174)
,9104E-04

2.6556
(0.2723)

0.9203 0.3713

  12
金 属 製 品

一8 .5944

(0.4850)
,1851E-03

2.1011
(0.0654)

0.9919 o.soss

  13
一 般 機 械

一7 .2592

( 1.4412)
.7037 -03

2.1153

(0.2014)
0.9303 0.3026

  14
電 気 機 械

一5 .8524

(0.4562)
2873E-02■

1.5264
(0.0515)

0.9904 0.8016

  15
輸 送 機 械

一12
.9065

(0.4080)
2482 -05

.

3.0795
(0.0607)

0.9967 1.7029

  16
精 密 機 械

一8 .5706

(0.5702)
1896E-03●

2.1150

(0.0833)
0.9870 0.3832

  17

そ の 他 製 造 業

一14 .1745

( 1.4817)
6983 -06●

2.2449

(0.1475)
0.9651  x.2875i

  18

運 輸 ・通信 ・公益

一14 .70?6

(0.9477)
4098E-06

,

2.7310

(0.1123)
0.9859

 
 U.4575

  19
建      設

一9 .6190

(0.7103)
6646E-04
・

?.1388 p,9874(0.0831), 0.6972

  20

卸  ・ 小 売

一14
.8748

( 1.0794)
3467 -06●

1.9939
(0.0918)

0.9824 0.5863

  21

金融 ・保険 ・不動産

一3 .1635

(0.5742)
4228E-01
夢

1.0844
(0.0549)

0.9789 0.2661
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1

表δKj鵡 一α燭

、

a r r D.W.

  4

鉱      業

一688
.3782

(169.4371)

2.6738
(0.3200)

0.8955 0.2742

  5
食      料

一1
,091.3182

(131.5247)

0.4160
(0.0233)

0.9742 0.4344

  6

繊      維

60.5420
(156.7071)

0.6679
(0.0569)

0.9431 0.5406

  7

紙 ・ パ ル プ

一67 .0263

( 24.1677)

0.6017
(0.0167)

0.9935 0.8731

  8
化      学

一7 .6691

( 89.2511)

0.7046
(0.0229)

0.9911 0.8616

  9

石 油 ・ 石 炭

65.8671
( 14.5471)

0.3217
(0.0083.)

0.9944 1.0404

 10

窯 業 ・ 土 石

一2 .4079

( 39.1378)

0.6559
(0.0285)

0.9S43 0.7382

 11
一 次 金 属

一71 .3480

(198.8539)

0.5638
(0.0298)

U.9770 0.9306

 12
金 属 製 品

一101 .0541

( 40.4851)

0.3492
(0.0218)

0.9683 0.4903

 13
一 般 機 械

一7
.3577

( 37.0946)

0.201?
(0.0086)

0.9849 U.9971

 14
電  気 機 械

91.1865

( 62.6555)

0.2724
(0.0157)

0.9729 0.8940

 15
輸 送 機 械

一 〇.0028

( 76.9257)

0.4170
(0.0170)

0.9862 0.7610

 16
精  密 機 械

 5.9485

( 4.2705)

0.2984
(0.0067)

0.9957 0.1099

 17

そ の 他 製 造 業

一403 .0072

( 93.8729)

0.3617
(0.0162)

U.9834 0.4456

 18

連 輸 ・通 信 ・公 益

477.4335

(111.6259)

1.3826

(0.0202)
0.9982 1.2468

 19
建      設

一559ユ880

(105.0502)

v.2287
(0.0136)

o.y7i1 0.5880

 20

卸  ・ 小 売

528.6606
(166.9978)

0.6089
(0.0236)

0.9875 0.5882

 21

金 融 ・保険 ・不勤産

一835
.4502

( 49.4719)

0.5481
(0.0107)

0.9967 0.6667
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:LFに つい て解 くと次式 の よ うになる。

(Q/aLMb)c.一WMWF〔LM/{(bc)+(b+c・)βPK織)}〕

 この式 は非 線 形 なの で通 常 の 方法 で は,解 け ない。 したが っ て,右 辺 をX

Xと 澄 き,左 辺 をYYと 知 き, ZZ=(xx-YY)2を 最 ・1・に す るLMを 計

算 機 で算 定 し,1'式 よ り:LFを 解 き,次 に2'式 に代 入 して, Kを 解 い た。

 第2段 階 と して,理 論 値 の:LM,:LF,Kを も とに, a, b,. c,a,β,

rを そ れ ぞ れ△ εだけ変 動 させ,前 述 のOB値 を最小 にす る方 法 に よ って,

パ ラ メ ター を より精緻 に す る実 験 を行 なった。

 そ の結 果,パ ラ メター 自体 は,初 期 値 か ら変 動 しない こ とが判 明 したの で,

表9の パ ラ メ ター を も って最 終 結 果 と考 え た。

 以 上 の パ ラ メター を もとに,前 節 で予 備考 察 した,偏 微 分 の大 きさを ・金

属 製 品 部 門 に つい て,算 定 した結 果 を述 べ る こ とにす る。
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2-3節 金属 製 品部 門 に お け る性 別 労 働 需要

  前 節 で測 定 され た パ ラ メ ター を もとに,金 属 製 品部 門 に つ い て,生 産 量(X),

 男子 賃 金(WM),女 子賃 金(WF),単 位 資 本 費(r)を もとに,次 の よ うな効

 果 を算 定 してみ る。

  CASEI.生 産 規 模Xを 次 年 次 の水 準 に, r,WM, WFを 今 年 次 の水準に

       固定 した場 合 。

  ・ 生 産 規 模拡 大 に よる労 働 需要 に対 す る効果 。

  CASE2.単 位 資:本費rを 次 年 次 の水 準 に し, X, wM,1輪 を今 年 次 の水

       準 に固定 する。

  。 単位資本費 の変化 の労働 需要 に対 す る効果。

  CASE3.男 子賃 金"を 次年 次 の水 準 に し, X, r,wFを 今年 次 の水準

       に固 定 す る。

  ・ 男子 賃 金 の 上昇 が,男 子 か ら女 子 に代 替 す る効果 。

  CASE4.女 子 賃金wFを 次年 次 の水 準 に し, X, r,WMを 今 年 次 の水準

       に固 定 す る。

  。 女子賃金 の上昇 が,女 子 か ら男子 に代替 する効果。

  この4ケ ー ス の効 果 算 定 は,2-1節 の次 式 に対 応 してい る。

   dL=dLM-1-dLF

    一(・∂9 ∂ψ一 十∂Q ∂Q)dQ+(髴+鐸)d・+(蹄5慧)dWM
      1ケ ー ス1    ケ ー ス2      ケ ー ス3

                     +蒜+δ 窯)dWF
                        ケ ー ス4

  ケー ス1の 効 果 は,生 産 規 模 拡 大 の 男女 労 働 需 要 に対 す る もの で,ケ ー ス

 2,3,4は,あ る生 産 規 模 一 定 の もとで の,単 位 資 本費,男 子 賃 金,女 子
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賃 金 の男 女 労 働 霰 鵬 え る効 果 で あ る・ 図2は ・ ・cラ〃 一 ・>0,b>

                  0,c>0,β>0,γ>0の 符 号 条     図 2

           A      件 の もとで,男 女賃金,単 位資本 費が          
/ぐ

        //       上昇 したと きの,労 働需 要 に一与える効

  C     //

   气 //     果 をベク トル表示 した ものであ る・c・
    ヘ  ノ

均衡点Mk/     B・Dは 同一生産規模である・

丶

 

 

＼

＼
＼

丶

B

D

 づ

MA ケ ー ス1の 効 果

 づ

 MB ケ ース2の 効果

 づ

 MC ケー ス3の 効 果

 づ

 MD ケ ース4の 効果

表10で ・     等量 曲線 上 にA,B, C,

図3に 紳 て准 醐 模拡 大 の テ ンポ が速 か った 時期 に紳 て は ・MAの 大

きさが,1VIB+NIC+MDの 大 き さ よ り湘 対 的 に大 きか った こ とが わか る・

叉,同 様 に,44年,45年,46年 に つ い て算 定 した の が表11で ・ 等

量 曲縦 に図 示 したの が図4で あ る・参 韻 料3に 紳 て・ わか る こ とは ・

45年 か ら46年 にか げ て生 産 規 模 の拡大 テ ンポ が遅 くな った こ とで あ る・

金 殿 品 部 門 では,生 齦 模 拡 大 率 が ・44～45年 は13・5%で あ ったの

が,45～46年 は,2.27%12低 下 し・女 子 賃 金 上昇 率 は ・44～45年 は,

17.12%で あ った の が,45～46年 は ・19・79%と む しろ上昇 してい る・

この為,NIAの 効 果 よ り,誘 の効 果 の方 が相 対 的 に ・ 大 きか った の で・女

子労 働 需 要 の滅 少 が 診 きたの で あ る。

 総労働需要の変化 は,性 別労働需要

の 変化 で示 せ,そ の大 きさ は,ベ ク ト

ルMA,齢,孟, MDの 大 き さに依存

してい る。

金 属 製 品 につ い て,生 産 規 模 拡 大 の テ

ンポが速 か った35年 と36年 に つ い

て,ベ ク トル の大 きさ を算 定 したの が

Dの 位 置 を示 したの が 図3で あ る。

              →
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表10 12.金 属 製 品35年,36年 ・

       35年

実 績 値 理 論 値 CASE 1 2 3 4

X:36年 r:36年 WMご36年 W二36年

 LT

△:LT

672.0 657.2 740.8

83.5825

657.3

 0.0739

671.9

 14.6281

649.6

-7 .6353

 LM

△LM

523.8 509.9 571.3

 61.4065

509.8

-0 .1209

491.9

-18 .0056

527.1

 17.1872

 LF

DLF

148.2 147.3 169.5

22.1761

147.5

 0.1949

180.0

 32.6338

122.5

-24 .8225

 K

△K

391.9 123.5 194.4

70.8960

123.5

 0.0260

127.9

 4.4429

120.2

-3 .2643

36年

実 績 値 理 論 値 CASE 1 2 3 4

Xご37年 r:37年 WM二37年 WF:37年

 LT

△L,T

742.4 740.8 802.3

 61.4491

740.9

 0.0583

749.6

 8.7461

733.8

-7 .0292

 LM

pLM

562.5 571.3 671.3

45.9909

571.2

-0 .0891

559.9

-11 .4258

584.5

 13.1837

 LF

OLF

179.9 169.5 185.0

 15.4582

169.7

 0.1474

189.7

20.1719

149.3

-20 .2130

 K

△K

439.7 194.4 254.7

 60.3061

194.4

 0.0176

196.8

 2.4308

192.0

-2 .3841
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表11 12.金 属 製 品44年,45年,46年

44年

実 績 値 理 論 値 CASE 1 2 3 4

Xご45年 r:45年 WM:45年 WF:45年

 LT

ALT

1,239.8 1,250.9 1,317.0

 66.1272

1,250.6

 -0.2618

1,271.7

 20.8583

1,237.4

-13 .4506

 LM

pLM

946.7 954.1 1,003.5

  49.3845

954.5

  0.35939

930.4

-23 .6675

976.3

 22ユ84】1

 LF

ELF

293.1 296.8 313.5

 16.74276

296.2

-0 .62114

341.3

 44.52585
    も

261.1

-35 .63469

 K

△K

781.3 927.0 1,063.5

 136.5742

926.9

-0 .0444

930.2

  3.221

924.5

-2 .5165

45年

実 績 値 理 論 値 CASE 1 2 3 4

X:46年 r:46年 WM:46年 WF:46年

 LT

ALT

1,300.0 1,319.3 1,331.5

 12.1419

1,317.3

 -2.0157

1,338.8

 19.4289

1,302.9

-16 .4099

 LM

ELM

980.5 1,000.4 1,009.3

  8.9011

1,003ユ

  2.6563

979.0

-21 .4485

1,026.4

 25.9542

 LF

OLF

319.5 318.9 322ユ

 3.2408

314.2

-4 .67193

359.8

 40.87741

276.5

-42 .36407

 K

△K

975.2 1,063.9 1,089.9

 26.0301

1,063.6

 -0.3177

1,066.7

  2.8152

1,061.1

 -2.8495

一115一



46年

実 績 値 理 論 値 CASE 1 2 3 4

Xl47年 r:47年 WM:47年 WM=47年

 LT

△LT

1,3G3.8 1,327.0 1,347.6

 20.672

1,328.7

  1.7685

1,349.4

 22.4514

1,314.9

-12 .0542

 LM

nLM

984.7 1,015.4 1,026.8

 11.4449

1,012.9

 -2.4515

989.3

-26 .0615

1,035.4

 20.006

 LF

ELF

319.1 311.6 320.8

 9.22709

315.8

 4.22

360.1

 48.51285

279.5

-32 .06017

 K

OK

119.8 1,089.2 1,130.8

  41.5621

1,089.5

  0.2836

1,092.5

  3.2992

1,087.1

 -2.1309
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